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尾張地域推進プランの性格
「食と緑が支える県民の豊かな暮らしづくり条例」に基づき、食と緑に関

する施策の基本的な方針として、平成２８年３月に県が策定した「食と緑の

基本計画２０２０」の推進に必要な事項のうち、尾張地域の現状と課題を踏

まえ、市町、生産者及び農林水産業団体並びに県民との連携を図りながら協

力して取り組む事項を定めた実践計画です。

○ 計画期間 ２０１６年度（平成２８年度）から５年間 

○ 目標年度 ２０２０年度（平成３２年度）

  尾張地域の現状と課題 

 尾張地域は、名古屋市及びその近郊の１８市町からなり、愛知県人口の

６割弱を占める都市地域であり、大消費地を擁する地理的な条件を生かし

た農業生産地として、古くから米や野菜の栽培が盛んである他、果樹、花

きなど、多種多様な品目が生産されています。また、主な林産物にはシイ

タケ、水産物にはアユ、サツキマスもあります。 

しかし、近年は、宅地等への転用による農地の減少、担い手の不足や高

齢化等による耕作放棄地の増加に加えて、販売価格の低迷や生産資材価格

の高止まりなどにより農業所得は総じて減少しており、都市農業※１等を取

り巻く環境は一層厳しさを増しています。

１ 競争力の高い農林水産業の展開による食料等の安定的な供給の確保 

尾張地域の代表的な農産物 

守口ダイコン      ホウレンソウ       ブロッコリー 

プチヴェール       ギンナン          モモ       
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こうした状況の中、都市農業等を今後、発

展させるためには、農家の後継者のみならず

新規参入者、定年帰農者及び女性農業者並び

に企業など多様な担い手を確保・育成すると

ともに、地理的な優位性を生かした高付加価

値型農業の展開や新鮮、安全・安心などの消

費者ニーズに対応した農林水産物を提供して

いくことが必要です。

また、優良農地の保全と活用を図るため、

意欲ある農業者への利用集積と併せて、農業水利施設等の計画的な更新・

長寿命化を進めるとともに、農地と宅地の混在化などで集積が困難な農地

については、定年帰農者やＮＰＯ等の新たな担い手による利用や市民農園、

農業体験農園※２などの活用を図る必要があります。

一方、食品表示の偽装や食品への農薬、異物の混入など食の安全・安心

を脅かす事件や出来事が相次いで発生したことで、安全・安心な食料を求

める声は一層高まっており、生産から販売にいたる安全対策の取組をこれ

まで以上に強化していく必要があります。

※１  都市農業： 市街地及びその周辺の地域において行われる農業をいう。   

※２  農業体験農園： 耕作の主体は農園主（ 開設者である農業者） で、入園者（ 利用者） は農園主の

指示（ カルチャースクール的な講習会） に従って決められた作物の農作業を体験するもの。  

食事や食物に関する知識と選択力を身につけ、健全な食生活を送ること

を目指し、尾張地域では、地元と密着した食育推進ボランティアの活動な

ど地域性を生かした取組が進んでいます。

また、森林の働きを学ぶ「あいち木づかい出前講座」や魚の生態と環境

を学ぶサツキマスの放流体験等も開催してい

ます。

しかし、住民の多くは、日常生活の中で農

林水産業に接することは稀で、食や農林水産

業の大切さを実感することが少ないのが現状

です。

加えて、尾張地域の小学校等においては、

栽培指導を行う農業者を見つけることや農地

の確保が難しく、農業体験学習に取り組むう

えで大きな課題となっています。

２ 農林水産業への理解の促進と食料等の適切な消費の実践

小学生の田植え体験 

ベテランから指導を受ける若手生産者
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こうした状況の中、尾張地域では、憩いと土とのふれあいを求めて市民

農園の開設が増加しており、農業体験の場として一層の推進を図るととも

に、地域の農林漁業者や関係団体、市町、学校との連携により、体験学習

やボランティア活動に参加できる機会を増やす取組を進める必要がありま

す。

また、新鮮で安全・安心な地元農林水産物の消費拡大を図るため、「い

いともあいち運動」※３の取組を消費者に広げ、県民運動として盛り上げる

とともに、直売所等の交流施設を通じて、顔の見える関係をさらに構築す

る必要があります。

※３ 「 いいともあいち運動」 ： 愛知県の農林水産業の振興や農山漁村の活性化を通じて県民全体の

暮らしの向上を図るため、 県民に“ 愛知県農林水産業の応援団” になってもらい、 消費者と生産

者が一緒になって愛知県の農林水産業を支えていこうという“ 愛知県版地産地消” の運動のこと。  

農地、森林及び川は、農林水産物を供給するだけでなく、地域住民に潤

いや安らぎをもたらす緑地・水辺空間の提供や、水源のかん養、二酸化炭

素の吸収等の多面的機能※４を発揮しています。

こうした機能が十分発揮され、将来も維持されるよう、農林水産業の生

産活動が環境に与える負荷を軽減する取組を進めるとともに、身近にある

農地や森林の保全につながる取組を、地域住民の理解と参加を得て強化す

る必要があります。

一方、近年、集中豪雨や大規模地震等の発生が危惧される中、農地や森

林が持つ防災機能を高める取組がますます重要になっています。

農地の防災機能を高めるには何よりも農業用施設の整備が必要ですが、

このうち、農業用ため池は、東部地域を中心に大小４４０か所あり、農地

を潤す重要な水源としての役割の他、洪水調節や生態系保全などの機能を

併せもっています。耐震性が不足しているため池について、計画的に整備

を進める必要があります。

３ 自然災害に強く緑と水に恵まれた生活環境の確保と元気な地域づくり

運動のシンボルマーク 

いいともあいち運動とは・・・ 

① 県内の消費者と生産者が 

今まで以上に“ いい友” 関係になる 

② Eat more Ai chi  products 

( ｲー ﾄ ﾓｱ   ｱｲﾁ   ﾌ゚ ﾛﾀ゙ ｸﾂ)  
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また、農業用排水機場※５は、低平地を中心に、８６か所あり、農地の排

水のみならず地域の防災上も極めて重要な役割を担っています。このため、

排水機場についても、老朽化に伴う施設の更新整備と併せて計画的に耐震

化を進める必要があります。

さらに、この地域の森林は、かつて薪炭用材等の過伐により地表が風雨

に晒され、全国でも有数の荒廃地となっていた箇所が多くありましたが、

治山事業等により現在の緑豊かな姿にまで回復したものです。この都市近

郊の貴重な森林を守り育てるため、今後も治山施設※６の整備や間伐等の森

林整備を計画的に進める必要があります。

加えて、都市農業が持つ農産物の

供給や農業体験の場の提供、防災空

間の確保等多様な機能に対する評価

が高まる中、平成２７年４月に「都

市農業振興基本法」が成立したこと

から、特に尾張地域においては、都

市農業の継続的な振興と農業に対す

る住民の理解促進を図っていく必要

があります。

※４  多面的機能： 農林水産業や農山漁村が持つ、単に農林水産物等の供給だけでなく、 国土や環

境の保全、 自然とのふれあいを通した教育の場の提供等の様々な機能。 農林水産物の供給以外

の機能は公益的機能という。

※５  農業用排水機場： 農地や農作物のたん水被害、 周辺住宅等の浸水被害を防止するために、雨

水等を強制的に河川や海などに排水するポンプ場のこと。 県内には４ ０ ０ か所余りあり、 自然排

水できないゼロメートル地帯では、 暮らしの生命線になっている。

※６  治山施設： 林地の崩壊により人命や財産などに危害を及ぼすおそれがある場所等において、 荒

廃した渓流の浸食や土砂の流出を防止したり、 山腹斜面を安定させるために設置する施設。  

洪水にそなえる排水機場 県産材を活用した治山施設 

農家の手ほどきを受ける（農業体験農園） 
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  尾張地域における主な取組

（１）本県の強みを生かした技術による品質や生産性の向上 

○ 耐病性品種、多収性品種及び良食味品種等、生産性の向上とともに

消費者や実需者の幅広いニーズに即した新品種の普及を図ります。 

○ ＩＣＴ※７等を活用した栽培施設内環境制御技術をはじめとする、高

収量、高品質安定生産技術及び省力・低コスト生産技術等の確立・普

及を図ります。 

※７  Ｉ ＣＴ ： Information and Communication Technology（ 情報通信技術） の略 

（２）マーケットイン※８の視点に立った生産・流通の改善と需要の拡大 

○ 農業団体等と連携して、野菜の加

工・業務用需要への取組を支援し、

生産振興を行います。 

○ 生産者による農林水産物の加工・   

販売などの６次産業化※９の取組に対

し、ニーズに即した新商品の開発等

を支援します。 

○ 「いいともあいち運動」のシンボ

ルマークを表示した商品の拡大と浸

透を図るとともに、学校給食や社員食堂における県産農林水産物の利

用拡大や知名度向上により地産地消を推進します。 

○ 市町・農業団体等との連携のもと、「地産地消の日」を設けるなど、

地元での県内産農産物の消費拡大運動の取組など地元を応援します。 

○ 地理的表示保護制度※10など知的財産に関する啓発や情報提供に努め

ます。 

※８   マーケットイン： 市場や買い手の立場に立って、 買い手が必要とするものを提供していこう

とすることを指す。  

     ※９  ６ 次産業化： 農林水産物等や農山漁村に存在する土地、 水などの資源を有効に活用して、

農林漁業（ 一次産業） と、 製造業（ 二次産業） 、 小売業等（ 三次産業等） との融合を図

り、 農山漁村を活性化させる取組。  

     ※10 地理的表示保護制度： 品質、社会的評価その他の確立した特性が産地と結び付いている

産品について、 その名称を知的財産として保護するもの。 （ 平成２ ６ 年６ 月に「 特定農林

水産物等の名称の保護に関する法律」 （ 地理的表示法） が制定）  

１ 競争力の高い農林水産業の展開による食料等の安定的な供給の確保

イチジク加工品（６次産業化例） 
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（３）意欲ある人が活躍できる農業の実現 

○ 「農起業支援センター」における就農相談等を通して、就農希望者

の独立自営就農及び雇用就農等の計画的な就農を支援します。 

○ 地域の農業を中心となって支える基幹経営体※11の育成のため、それ

ぞれの経営体の発展段階に応じた栽培技術の向上及び経営改善のため

の取組を支援します。 

○ 農業経営の発展のため、経営管理能力の向上や社会的信用力の向上

等につながる農業経営体の法人化を支援します。 

また、法人化により、雇用による就業機会の拡大や研修者の養成等

地域における受皿づくりを進めます。 

○ 地域の農業を支える多様な担い手を確保・育成するため、新規就農

者、定年帰農者及び女性農業者の栽培管理技術の向上及び経営管理能

力の向上を支援します。  

○ ４Ｈクラブ※12の諸事業の実施を通して、青年農業者の企画・運営能

力の向上を支援します。 

○ 女性農業者の活躍促進のため、経営への参画とともに社会参画を推

進します。 

○ 市町やＪＡ※13と連携し、新規参入希望者や定年退職者等を受入れ、

多様な担い手を育成する農業塾の設置・運営を支援します。 

さらに、農業塾卒塾生の就農や農業塾の地域連絡会議を開催するな

ど営農への定着化を進めます。 

○ 市町を窓口に、農業にふれあいたい女性等を募集するなど、ふれあ

い農業への取組を支援します。 

○ 農業者の農作業を支援するサポーター養成の取組を支援します。 

○ 地域において共同で行う地域資源（農地、水路、農道等）の質的向

上活動、住民との連携など、地域で農地を支える取組を支援します。 

○ 市町・農業委員会・ＪＡ等関係機関と連携しながら、農地中間管理

事業や利用権設定事業により担い手への農地集積を推進します。 

就農相談（農起業支援センター） ダイコンのマルチ張り（法人営農） 

-6-



○ 「人・農地プラン」の作成を支援することにより、農業者の徹底的

な話し合いを促進し、農地の集積・集約化を図り、耕作放棄地の発生

を防ぎます。 

○ 農地の生産性を維持するため、農業水利施設等の計画的な更新・長

寿命化を推進します。 

※11 基幹経営体： 経営規模等から、他産業と比べて遜色のない所得（ 年間農業所得概ね８ ０ ０

万円） を確保しうる農業経営体。  

※12 ４ Ｈクラブ： 農業青年クラブ  

※13  Ｊ Ａ： 農業協同組合の略称

（４）食品の安全・安心の確保と環境への配慮 

○ 農業生産に伴う環境負荷を軽減するとともに、農産物の安全性を確

保するための取組を支援します。併せて生産・出荷組織や法人などの

大規模な農家を主な対象に、生産工程ごとの管理を適切に行うＧＡＰ

手法※14の普及を推進します。

○ 食品表示遵守状況調査の実施により食品表示の監視に努めるととも

に、調査を通して適正な表示を指導します。 

○ 直売所に出荷する生産者を対象とする食品表示研修会を開催するこ

となどにより、事業者による自主的な食品表示の適正化の取組を促進

します。 

○ 高病原性鳥インフルエンザなどの特定家畜伝染病の発生に備えた危

機管理の徹底を図ります。 

※14  ＧＡＰ （ 農業生産工程管理） 手法： 農業生産活動を行う上で必要な関係法令等の内容に則

して定められる点検項目に沿って、 農業生産活動の各工程の正確な実施、 記録、 点検及び評

価を行うことによる持続的な改善活動のこと。 ＧＡＰ の取組によって食品の安全性向上、 環境

の保全、 労働安全の確保、 競争力の強化、 品質の向上、農業経営の改善や効率化に資すると

ともに、 消費者や実需者の信頼の確保が期待される。

ＧＡＰチェックシート記帳 直売所出荷者への食品表示研修会 
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（１）農林水産業を理解し身近に感じる活動の推進 

○ 「いいともあいち運動」のネットワーク会員や推進店等との連携を

より一層強化し、消費者への農林水産業理解の促進に努めます。

○ 農業体験農園が都市農業の経営モデルの一つとして定着するよう、

農業者への啓発とともに農園開設に向けた取組の支援を行います。 

○ ＪＡが主催する小学校等の体験農園設置等を支援します。 

○ 小学校等における食に関する指導において、ＰＴＡや地域などの協

力を得ながら行う農業体験等の取組を市町・関係団体と連携し、その

強化に努めます。 

○ 小学校において花育教室を開催するなど、子供の頃から花に親しむ

花育を推進し、子供の情操面の向上を図るとともに、花きへの理解促

進を図ります。 

○ 直売所における生産者と消費者との交流会など、農林水産業を身近

に感じる取組を支援することにより、農林水産業への理解促進を図り

ます。 

○ 尾張地域のブランド力を持つ農林水産物に関する情報の発信に取り

組みます。 

○ 尾張地域のふるさと農産物カタログを作成し、ＰＲに取り組みます。 

（２）食育の推進による健全な食生活の実践 

○ 市町、関係団体、食育推進ボランティアなどと連携することにより、

家庭や学校、職場などさまざまな場面における効果的で実践的な食育

を推進します。 

○ 管内の管理栄養士を養成する大学、ＪＡ等と連携強化して、食育を

推進します。

○ ホームページを活用して、食育イベントなどへの若い世代を中心と

した幅広い層の県民参加を促進します。 

２ 農林水産業への理解の促進と食料等の適切な消費の実践

生産者と一緒に稲刈り体験 楽しく花育 
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（１）災害に強く安全で快適な生活環境の確保 

○ 安定的な農業経営や県民の安全・安心な暮らしを実現するために、

農業用排水機場、ため池などの耐震化を推進します。 

○ 森林の適切な保全・管理に努めるとともに、土砂の流出や山崩れな

どの山地災害を未然に防止するため、治山ダムや土留工など、治山施

設の整備を進めます。 

（２）森林・農地・漁場の有する多面的機能の発揮 

○ 多面的機能支払制度を活用した

農地等の保全活動を支援します。 

○ あいち森と緑づくり事業や治山

事業等の実施により、間伐等の森

林整備を促進します。 

○ 地域住民等による森林の保全・

管理、ＮＰＯや企業等多様な主体

と連携した森づくりを推進します。 

○ アユ、サツキマスなどの漁場と

なっている木曽川をはじめ、多くの生きものが生息する豊かな水辺環

境づくりを支援します。 

３ 自然災害に強く緑と水に恵まれた生活環境の確保と元気な地域づくり

間伐体験 

山地災害を防ぐ土留工 自然石護岸を採用したため池 

農業用排水路周辺の草刈り 

サツキマス放流体験 
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（３）農林水産業を核とした元気な地域づくり 

○ 関係機関と連携して、都市における農業生産の維持を図ります。

○ 農業体験農園が都市農業の経営モデルの一つとして定着するよう、

農業者への啓発とともに農園開設に向けた取組の支援を行います。

○ 農業体験農園の整備を推進するため、ＪＡが園主をサポートする仕

組みづくりに取り組みます。

○ 販路確保のため、直売所の整備・再編を支援するとともに、生産者

の栽培技術力の向上を支援し、「もっといい農産物づくり」を進めま

す。

○ 直売所を拠点とした農林水産業に関する情報発信などにより、都市

的環境を生かした農林水産物の生産や販売の取組を支援します。

○ 管内や県内のＪＡ・市町間連携を構築し、各直売所で愛知産ブラン

ドの強化を図ります。

地場産品が並ぶ直売所 

モモ栽培サポーターの栽培支援 農業塾を卒塾した女性就農者 

守口ダイコンを持つ生産者と漬物製造者 
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 尾張地域の重点プロジェクト

キーワードである「多様な担い手の確保・育成」、「地元応援対策」、「防災減

災対策」に着目して、本地域の特長を生かした３プロジェクト、７のテーマを設定

し、その実現に必要な各種の取組をパッケージ化して、「重点プロジェクト」とし、

市町、農林水産業団体、その他関係機関と連携し、効果的な施策の展開を図ります。 

プロジェクト テーマ 

１ あいちの農業 元気な担い手の確保・育成プロジェクト 

（１） 

 多様な担い手の確保・育成 

～市町・農業団体等の農業塾と連携・協力して 

「新しい担い手」を育成します～ 

（２） 

 水田農業の維持・発展 

～大規模個別経営体やJA出資法人等を核に 

水田農業の確立を目指します～ 

（３） 

園芸産地のパワーアップ 

～露地野菜産地・果樹産地のパワーアップと 

施設園芸におけるＩＣＴ活用を図ります～ 

２ 地元応援プロジェクト 

（１） 

都市農業の推進 

～市町や農業団体等と協力して、農業体験の取組を通して 

農業の理解促進を進めます～ 

（２） 

直売所の地域交流拠点化 

～直売所を地域交流拠点として、生産者と消費者との交流を 

促進します～

（３） 

 地産地消・ブランド力の強化 

～地元の人が地元のモノを愛し、地元のモノを買って食べる 

「地元応援」キャンペーンを展開します～

3  県民の命を守る防災・減災対策プロジェクト 

～県土の強靱化を図り、農山漁村の豊かな暮らしを守ります～ 
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３ｑおで 

１ あいちの農業 元気な担い手の確保・育成プロジェクト 

 (1) 多様な担い手の確保・育成 

～市町・農業団体等の農業塾と連携・協力して「新しい担い手」を育成します～

多様な担い手を確保・育成するため、市町やＪＡが開催する農業塾との連携のもと、新規参入
者や定年退職者等の多様な就農希望者の知識・技術習得を支援するとともに、卒塾生の就農とと
もに就農後の営農の早期定着化の取組を支援します。加えて、市町との連携のもと、ふれあい農
業に取り組む女性等の育成を進め、自家野菜の栽培等による都市部の農地保全を図ります。 
また、就農や雇用の受け皿となる意欲ある担い手の法人化等を支援します。 

○ １４市町と２ＪＡで農業

塾が開催されており、毎年

約５００人が農業を学んで

います。 

○ 一宮市・稲沢市・JA 愛知

西による「はつらつ農業

塾」の卒塾生４名が木曽川

町玉葱採種組合に新規加入

し、活躍しています。 

○ 農業にふれあってみたい

が、どうしたら良いのかと

いう女性等の一般県民の声

があります。

○ 小牧市・春日井市、犬山

市でモモの栽培サポーター

を養成しています。 

背 景 

【農業塾を活用した多様な担い手の育成支援】 

・市町やＪＡと連携し、新規参入希望者や定年退職者等を受入れ、担

い手として育成する農業塾の設置・運営を支援します。 

・農業塾卒塾生の就農とともに就農の形態に応じた営農の早期定着化

を支援します。

・農業塾の地域連絡会議を開催し情報共有を図ります。 

【農業にふれあいたい女性等の支援】 

・市町を窓口に、一般県民（特に女性）のビギナーズを募集し、野菜

づくりなどふれあい農業への取組を支援します。 

・青年・女性農業者が担い手として活躍できるよう、さまざまなスキ

ルアップの取組を支援します。 

【栽培サポーターの養成】 

・一般県民が農業者の農作業を支援する栽培サポーター養成の取組を

支援します。 

【就農や雇用の受け皿となる法人の支援】 

・就農や雇用の受け皿となる意欲ある担い手の法人化等を支援します。 

主な取組 

イメージ図 

栽培サポーターの養成 

農業塾出身の女性農業者 

新規参入希望者

定年帰農希望者

農業にふれあい

たい女性等

（ビギナー）

栽培サポーター希望
サポーター

養成講座

市町・ＪＡ

農業塾

県

農起業支援

センター

連携

就農等

栽培サポート

農地保全

法人
新しい担い手

多様な担い手

直売等の交流型

農業

市場出荷 等

ふれあいたい

農業者

自家野菜栽培
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上：愛知 125号、下：あいちのかおり SBL 

多収性専用品種 

１ あいちの農業 元気な担い手の確保・育成プロジェクト 

 (2) 水田農業の維持・発展 

～大規模個別経営体やJA出資法人※等を核に水田農業の確立を目指します～ 

あいちの水田農業強化プロジェクト

【大規模個別経営体や JA 出資法人等の経営改善の取組の支援】 
・主食用米と新規需要米の作付バランスの最適化により、所得の向上を図

ります。 

・多収性専用飼料用米品種の導入を推進します。 

・支払地代や資産管理に要する経費の地主側の負担のあり方の検討を促し

ます。 

・水稲不耕起Ｖ溝直播栽培、疎植栽培等の栽培技術導入による低コスト

化、加工用原料野菜を始めとした品目導入及び生産安定を支援します。 

・経営規模に応じた適正な雇用労力の確保、経営管理能力の向上を支援し

ます。 

・特別栽培米、酒米などの高付加価値米の導入・普及に努めます。 

【地域で水田を支える取組の支援】 
・地域共同で行う地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動

や住民との連携によるサポーター制度、その他農地を維持管理するため

の組織づくりを支援します。 

【農地の集積・集約化の促進】 
・農地中間管理事業や利用権設定事業等を活用し、地域の実情に応じて、

担い手への農地の集積・集約化を促進します。 

【農業生産基盤整備の推進】 
・農地の生産性を維持するため、農業水利施設等の計画的な更新・長寿命

化を推進します。 

主な取組 

１００haを超える経営規模の個別経営体やJA出資法人等を主要な担い手と位置づけ、水
田農業経営の確立を図ります。併せて、人・農地プラン等を活用しつつ、担い手への農地
の集積・集約化を進めます。 
また、住民との連携による地域で水田を支える仕組みを支援し、水田農業の維持・発展

を図ります。  

○尾張西部地域では経営
規模が 100ha を超える
大規模個別経営体が、
東部地域では JA 出資法
人が、水田農業の主要
な担い手として活躍し
ています。 

○米価の下落傾向を受
け、更なるコスト低減
や高付加価値化に向け
た取組が求められてい
ます。 

○農業が持つ多面的機能
が注目されるととも
に、都市住民の間で農
業への関心が高まって
います。 

○今後の米政策の転換や
ＴＰＰの大筋合意を受
け、水田農業を取り巻
く環境は大きく変化す
ることが見込まれてい
ます。 

背 景 

イメージ図 

水稲不耕起Ｖ溝直播 

※JA出資法人： 農協が出資する農業生産法人 

地 域 住 民

・大規模経営体

・ＪＡ出資法人

・上記に準ずる経営体

サポーター（援農人材）

規模縮小・

離農農家

農地の集積

集約化

地域水田農業

水田を含む地域資源の維持管理

↑

経営改善

指導・助言

生産基盤

整備

援農

多面的

機能の

享受

情報提供

・飼料用米への多収性専用品種の導入

・省力・低コスト化
・支払地代や資産管理経費の負担の

あり方検討
・地域共同、住民参加型の活動

・農地を維持管理するための新たな組織

関係

機関

行

政

Ｊ

Ａ
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１ あいちの農業 元気な担い手の確保・育成プロジェクト 

 (3) 園芸産地のパワーアップ 

～露地野菜産地・果樹産地のパワーアップと施設園芸における 

ＩＣＴ活用を図ります～ 

背 景 

【露地野菜産地のパワーアップ】 

・大規模露地野菜法人の技術改善を支援します。 

・露地野菜(ネギ、ブロッコリー等)栽培の省力栽培体系の確立を図

ります。 

・ＪＡや市場の子会社による産地振興、カット野菜工場等食品産業

との連携を推進します。 

【果樹産地の経営向上】 

・モモ栽培を支援するサポーターを養成します。 

・新たなイチジク生産者の確保と育成を推進します。 

・無核ブドウの高品質・省力化を推進します。 

【ＩＣＴの活用等による施設園芸産地の振興】 

・ＩＣＴを活用した環境データの分析による施設園芸作物(ナス、ト

マト等)の栽培管理技術改善、生産性向上を推進します。 

・施設園芸参入企業との連携による産地振興を推進します。 

主な取組 

園芸産地のパワーアップを図るため、省力栽培体系の確立や技術改善などによる露地野菜

産地の省力技術体系の確立、無核ブドウの高品質・省力化などによる果樹産地の経営向上、

ＩＣＴの活用等による施設園芸産地の振興に取り組みます。 

○ 本地域は、伝統ある都市

近郊産地として、多種多様

な野菜・果樹を生産してき

ました。 

○ しかし、高齢化などによ

る担い手の減少傾向が、生

産構造分析調査によっても

明らかになっており、産地

活力の低下が懸念されてい

ます。 

○ 一方、農業総合試験場が

開発した「あぐりログ」を

はじめ、ＩＣＴ*を活用し

た施設内環境制御の取組が

進められています。 

イメージ図 

園芸産地のパワーアップ 

高品質・省力化
人材育成 

果樹産地

露地野菜法人・ 

露地野菜産地 

食品産業 

企業参入 

ＪＡ・市場子会社

他産業との連携 

施設園芸産地 

ＩＣＴ活用

技術改善・ 
省力栽培体系確立

*Ｉ ＣＴ： 情報通信技術 
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 ※農業体験農園…農家が自分の経営する農地において１年を通じて入

  園者に指導し、農作業を体験してもらう仕組みの農園 

【農業体験等による都市住民の農業への理解促進】 

                       ＜推進＞ 

２ 地元応援プロジェクト 

 (1) 都市農業の推進 

～市町や農業団体等と協力して、農業体験の取組を通して農業の 

理解促進を進めます～ 

新鮮な農作物の供給、防災空間の確保など、多様な機能を有する都市農業の維持・発展を図る

ため、市町、農業団体等と連携して、さまざまな農業体験の取組を支援し、農業理解の促進に努

めます。 

○ 平成２７年４月に、都市

農業振興基本法が成立しま

した。 

○ 都市住民との交流型の農

業経営「農業体験農園」

が、名古屋市天白区、緑区

など管内６園で開園されて

います。 

○ 市町、ＪＡにおいて、田

植えや稲刈り、サツマイモ

堀りなどの農業体験が実施

されています。 

背 景 

【農業体験農園による農業への理解促進】 

・農業体験農園*の開設・運営を支援するとともに、都市住民に対し

身近な現場から農業の情報を発信します。 

・農業体験農園の整備を推進するため、ＪＡが園主をサポートする仕

組みづくりに取り組みます。 

【ＪＡが主催する学校の体験農園等の運営支援】 

・ＪＡが主催する小学校等の体験農園設置等を支援します。 

・管内で作付面積の多い「あいちのかおり」を中心とした水稲の田植

え・収穫体験を推進し、農業理解と地元産の作物への愛着を醸成し

ます。 

・親子で参加する農業体験を支援します。 

【耕作放棄地を活用した農業体験農園の設置推進】 

・市町、ＪＡ、企業等と連携し、耕作放棄地を活用した市民農園や農

業体験農園の設置を推進します。 

主な取組 

イメージ図 

農業体験農園 

都市農業の多様な機能 

新鮮な農産物の供給 

良好な景観の形成 小学生の農業体験 

農業体験・学習、 

交流の場 

県土・環境の保全 

災害時の防災空間 

都市住民の農業 

への理解の醸成 
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めざす方向 

２ 地元応援プロジェクト 

 (2) 直売所の地域交流拠点化 

～直売所を地域交流拠点として、生産者と消費者との交流を促進します～ 

背 景 主な取組 

イメージ図 

品揃え豊富な産直施設 

小学生によるブドウ狩り 

○ 尾張地域には、８３か所の

直売所があり、年間利用者は

延べ５，４００千人の利用者

がいます。 

○ 身近な直売所は、多くの消

費者への理解促進を進めるた

めに、有効な場所です。 

○ 農業団体の直売所の出荷

者は、約２，４００人で

す。 

直売所は、多様な担い手の販路を確保するとともに、「もっといい農産物づくり」に取組む

ことで、農業所得の向上を目指します。また、消費者が直売所を活用することで、新鮮・安

全・安心な農産物を知って感動、買って感動、触れて感動し、農林水産業への理解を促進し

ます。さらに、名古屋市及び名古屋市近郊の直売所を地域交流拠点として、生産者と消費者

のつながりを強化し、地元を応援します。 

【もっといい農産物づくり】 

・生産者の栽培技術力の向上を支援し、「もっといい農産物づく

り」を進めます。 

・販路を確保するため、直売所の整備・再編を支援します。 

【直売所での地元農産物の販売促進】 

・生産者や生産物の情報（生産場所、生産履歴等）を発信するこ

とで消費者が安心して購入できる環境作りを推進します。 

・消費者の信頼確保のため適正な食品表示を推進します。 

【地域交流拠点化】 

・直売所を地域交流拠点として、栽培ほ場の見学、収穫体験、食

育体験ツアー等を通じて、農業への理解促進に取り組みます。 

【直売所のＪＡ・市町間連携の構築】 

・管内や県内のＪＡ・市町間で連携し、出荷物を融通しあうこと

により、各直売所で愛知県産ブランドの強化を図ります。 

・市町やＪＡ等との連携のもと、地元での県内産農産物の消費拡

大運動の取組を推進します。 
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２ 地元応援プロジェクト 

 (3) 地産地消・ブランド力の強化 

～地元の人が地元のモノを愛し、地元のモノを買って食べる「地元応援」 

キャンペーンを展開します～ 

いいともあいち運動を活用した県内外へのＰＲ等により、尾張地域の農林水産物の更なる

ブランド力強化や県産農林水産物全体のイメージアップを進め、需要拡大を図ります。 

○ 尾張地域には名古屋コー

チンを始め、あいちのかお

り（米）、越津ネギ、ホウレ

ンソウ、守口ダイコン、ナ

ス、ジネンジョ、ギンナ

ン、モモ、苗木、サボテン

など、ブランド力を持つも

のがたくさんあります。 

○ ＪＡが、管理栄養士を養

成する大学と連携し、学生

に対して農業に関する講義

を行ったり、学生を農作業

ボランティアとして受け入

れるなどの食育に取り組ん

でいます。 

○ 尾張地域の学校給食の米

飯給食は、週３．６回、県

産の米が年間１，７７５ト
ン使用されています。 

背 景 主な取組 

名古屋コーチンと卵かけご飯 

イメージ図 

【地元のモノを地元で食べようキャンペーン】 

・農林水産物、加工品やＰＲイベントでの「いいともあいち」シンボ

ルマークの積極的な活用を図ります。

・市町・農業団体による「地産地消の日(第 4土曜日)」を推進し

ます。 

・学校給食での地産地消を推進します。

・企業の社員食堂等での県産農林水産物の利用拡大を推進しま

す。 

【ブランド力強化】 

・尾張地域のブランド力を持つ農林水産物に関する情報の発信に

取り組みます。 

・尾張地域のふるさと農産物カタログを作成・ＰＲに取り組みま

す。 

・花育教室、花の王国あいちを推進します。 

【食育活動】 

・管内の管理栄養士を養成する大学、ＪＡ等と連携強化して、食

育を推進します。 

ＪＡ等

管理栄養士

を養成する

大学等

県・市町

地域農産物の情報発信

県産農産物の利用拡大

花育教室等

学校給食の地産地消

食育活動

連携 社員食堂等

学校

消費者

・地域の農産物を

知る

・地域の農林水産

物を利用する

地域農産物の情報発信

いいともあいち推進

学校給食の地産地消
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３  ３ 県民の命を守る農村の防災・減災対策プロジェクト 

～県土の強靱化を図り、農山漁村の豊かな暮らしを守ります～ 

愛知県人口の６割弱が暮らす尾張地域の県民の命を守り、県土強靱化を図るため、ため池

や排水機場等の農業水利施設、治山施設の整備や耐震化等を推進し、安全で安心できる豊か

な暮らしの実現をめざします。 

○  気候変動の影響や南海ト

ラフ地震等による災害発生

リスクが高まっています。 

○  尾張地域は広大な濃尾平

野が広がる地域であり、高

潮や津波の影響を受ける甚

大な被害が想定されます。 

○  ため池の決壊や斜面崩壊

の防止対策、低平地におけ

る排水機の更新が喫緊の課

題となっています。 

背 景 

【防災・減災機能の向上（耐震化等の推進）】 

・ため池の決壊防止のための耐震化を推進します。 

・計画的な排水機場の更新整備を推進します。 

・山地災害から人命・人家を守るため治山施設の整備・維持管

理や適切な森林整備を推進します。 

【ソフト対策の充実】 

・ため池ハザードマップ等による住民への周知徹底を図りま

す。 

・排水機の維持管理に対する支援を行います。 

主な取組 

イメージ図 

排水機場 

【排水能力の強化】 

森林の整備 

【災害に強い森づくり】 

ため池 

【耐震化】 

治山施設 

【山地災害から守る】堤体補強(盛土) 
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目
標
番
号

ﾌﾟﾗ
ﾝ掲
載

施策目標
２０２０年度

目標数値
現況数値 備　考

※現況値は、（　　　　）で示した期間、年度を除き、平成27年度実績。　　

※備考欄の　　 は単年度値、　　は各年度までの累積値、　　は各年度における現況値で、実績数値の表示区分

２，３６７人
(H２６)

(3)農林水産業を核とした
元気な地域づくり

12 ● 尾張地域の直売所の出荷者数 ２，７００人

－
(2)森林・農地・漁場の有
する多面的機能の発揮

11 ●
間伐等の実施などにより整備する
森林面積

年間　３５ｈａ

10 ●
治山施設の整備により山地災害に
対する防災機能の向上が図られる
面積

５年間で
１２０ｈａ

－

柱
３

自
然
災
害
に
強
く
緑
と
水
に
恵
ま
れ
た
生
活
環
境
の

確
保
と
元
気
な
地
域
づ
く
り

(1)災害に強く安全で快適
な生活環境の確保

9 ●
農業用排水機場・ため池などの耐
震化等により防災機能の向上が図
られる面積

５年間で
５６１ｈａ

－

２６，６５７人
（H２６)

(2)食育の推進による健全
な食生活の実践

8 ●
食育推進ボランティアから食育を
学んだ人数

年間　２９，５００人

7 ●
小学校において農林水産業を体験
する児童数

年間　１１，３００人
１０，６２７人
（H２６)

柱
２

農
林
水
産
業
へ
の
理
解
の
促
進
と
食

料
等
の
適
切
な
消
費
の
実
践

(1)農林水産業を理解し身
近に感じる活動の推進

6 ●
「いいともあいち運動」を知って
いる人の割合

２５％
１９．６％
（H２６)

２回
(H２３～２７平均）

(6)食品の安全・安心の確
保と環境への配慮

5 ●
食品表示の普及啓発研修会の開催
回数

年間　３回

4 ●
農地や農業水利施設等の整備・
更新面積

１，６６８ｈａ －

3 ● 担い手への農地集積面積 年間　２５７ｈａ
２０７ha
（H２６)

２７１経営体2 ● 基幹経営体数 ２７１経営体

　  施策体系ごとの目標と目標数値

施策体系

柱
１

競
争
力
の
高
い
農
林
水
産
業
の
展
開
に
よ
る
食
料
等
の
安
定
的
な

供
給
の
確
保

(3)意欲ある人が活躍でき
る農業の実現

1 ● 新規就農者数 ３０人/年
２９人

(H２３～２７平均）

単

単

現

現

累

単

累

単

単

累

単

現

単 累 現

-19-



 尾張地域推進プランの達成に向けた推進体制 

１ プランの推進 

  県は、農林水産業団体、県民などと役割を分担し、協働しながら、また市町 

との連携を図りつつ、プランに掲げた食と緑に関する施策を総合的かつ計画的 

に推進します。

 (1) 地域の推進体制

   施策を推進するため、市町、農林水産業関係団体、食品・商工関係団体、  

消費者団体等を構成員とする「食と緑の基本計画尾張地域推進会議」を設置  

します。

 (2) 市町、農林水産業団体等との連携、協力

   施策を効果的、効率的に推進するため、県は、市町、農林水産業団体等と  

密接に連携・協力して取組を進めます。

２ プランの進行管理 

  県は、プランの的確な推進を図るため、毎年度、取組状況等をまとめたレポ 

ートを作成し、進行管理を行います。

３ プランの周知 

  プランを達成するためには、県民一人ひとりの取組が不可欠であることか

ら、県は様々な機会を通じて、県民へのプランとその取組状況の周知に努めま

す。

食と緑の基本計画尾張地域推進会議 

名古屋市、一宮市 

瀬戸市、春日井市 

犬山市、江南市 

小牧市、稲沢市 

尾張旭市、岩倉市 

豊明市、日進市 

清須市、北名古屋市

長久手市、東郷町 

豊山町、大口町 

扶桑町 

学識経験者 

農業関係団体 

水産業関係団体 

生産者団体 

食品・商工関係団体

消費者団体 

愛知県尾張農林水産事務所 

連携

協力

連携
協力

連携
協力
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          尾張農林水産事務所 

愛知を食べよう

いいともあいち

食と緑の基本計画 2020 尾張地域推進プラン 

平成２８年３月 

愛知県尾張農林水産事務所 

〒460-0001 名古屋市中区三の丸二丁目６－１ 

電話(052)961-1597（農政課直通） 

E-mail owari-nourin@pref.aichi.lg.jp 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.pref.aichi.jp/nourin-owari/ 


